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緒   言 




















テム（Health and Demographic Surveillance: HDSS）を運用しており、当該地域の
10 村のうち 2村を調査地域として選択した。本研究は、2018 年 2月から 2019 年 6 月
にかけて実施した。調査対象者は、5 歳未満児とその養育者のペア合計 662 人（コン
トロールグループ vs 介入グループ：n = 339 vs n = 323）であった。介入グループ
には、全 8回の栄養に関する集団教育と家庭訪問によるフォローアップを行った。集
団教育のためのガイドラインは、WHO・UNICEF が推奨する適切な子どもの給餌行動






結   果 
介入前後の調査に参加した合計 368 人の養育者世帯（187 vs 181）と同一の子ども
180 人（113 vs 67）に対して分析を行った。コントロール及び介入グループ間で、研
究参加者の属性に有意差は見られなかった。多重線形回帰分析により、食事の多様性
スコア（β：0.54; p <0.01）と態度スコア（β：0.29; p <0.01）の改善が見られた。
一方、子どもの栄養状態に関して有意な変化は見られなかった。 
 
考   察 
Nyumba Kumi と CHW が共同で行う介入が、食事の多様性および推奨される給餌方法
に関する態度を向上させることが明らかとなった。子どもの栄養状態には有効な効果
が見られなかったが、本研究よりも長期的に行われた先行研究では改善が報告されて
いる。以上から、子どもの栄養不良が未だ問題となっている他の地域においても、本
研究で行った新たな介入方法を応用することが可能であると考える。 
 
 
 
 
（備考）※日本語に限る。2000 字以内で記述。Ａ4版。 
 
